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議案第２１号

令和７年度吉見町水道事業会計予算

（総 則）

第１条 令和７年度吉見町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 給水戸数 ７，８０２戸

（２） 年間総配水量 ４，０００，０００

（３） 一日平均配水量 １０，９５９

（４） 主な建設改良事業 配水管布設替工事 ４４，１８０千円

中央監視制御施設改修工事 ５６，５１０千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第１款 水道事業収益 ８３６，３４７千円

第１項 営業収益 ７４３，４３２千円

第２項 営業外収益 ９２，９１４千円

第３項 特別利益 １千円

支 出

第１款 水道事業費用 ７６２，１５４千円

第１項 営業費用 ７２６，８１９千円

第２項 営業外費用 ３２，３１０千円

第３項 特別損失 ２５千円

第４項 予備費 ３，０００千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に

対し不足する額１９２，５７０千円は、過年度分損益勘定留保資金１８０，６６５千円、当年

度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１１，９０５千円で補てんするものとする。）。

収 入

第１款 資本的収入 ２３１，２０５千円

第１項 企業債 ５０，０００千円

第２項 負担金 １７２，７０５千円

第３項 補助金 ８，５００千円

支 出

第１款 資本的支出 ４２３，７７５千円

第１項 建設改良費 ３２１，５７５千円

第２項 企業債償還金 １０２，２００千円

－ 1 －



（債務負担行為）

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事 項 期 間 限 度 額

吉見大和田地区産業団地整備事業
令和７年度から

令和８年度まで
９２，１１０千円

（企業債）

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法

老朽管更新事業

施設整備事業

３０，０００千円

２０，０００千円

証書借入

３．５％以内

（ただし、利率見直

し方式で借り入れ

る資金について、利

率の見直しを行っ

た後においては、当

該見直し後の利率）

借入先の融資条件によ

る。ただし、企業財政の

都合により据置期間及

び償還期限を短縮し、

若しくは、繰上償還又

は低利に借り換えする

ことができる。

（一時借入金）

第７条 一時借入金の限度額は、３０，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 営業費用と営業外費用の間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又は

それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 職員給与費 ４０，６１１千円

（２） 交際費 ６０千円

（たな卸資産の購入限度額）

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、７，０００千円と定める。

令和７年２月２７日提出

吉見町長 宮 﨑 善 雄
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令和７年度  吉見町水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　入 （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　考

水道事業収益

営業収益

給水収益

受託工事収益

その他営業収益

営業外収益

受取利息

長期前受金戻入

消費税及び地方消費税
還付金

雑収益

他会計補助金

特別利益

過年度損益修正益

支　出 （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　考

水道事業費用

営業費用

原水及び浄水費

配水及び給水費

受託工事費

総係費

減価償却費

資産減耗費

営業外費用

支払利息

消費税及び地方消費税

雑支出

特別損失

過年度損益修正損

予備費

予備費
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資本的収入及び支出

収　入 （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　考

資本的収入

企業債

企業債

負担金

工事負担金

補助金

県補助金

支　出 （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　考

資本的支出

建設改良費

事務費

建設改良費

メーター費

固定資産購入費

企業債償還金

企業債償還金
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令和７年度  吉見町水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

      当年度純利益（△は純損失）

      減価償却費

      固定資産除却費

      引当金の増減額（△は減少）

      貸倒引当金の増減額（△は減少）

      長期前受金戻入額 △ 33,183,000

      受取利息及び受取配当金 △ 55,000

      支払利息

      未収金の増減額（△は増加） △ 773,500

      たな卸資産の増減額（△は増加）

      未払金の増減額（△は減少）

      小計

      利息の受取額

      利息の支払額 △ 16,300,000

      業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

      有形固定資産の取得による支出 △ 284,808,941

      負担金による収入

      国庫補助金等による収入

      投資活動によるキャッシュ・フロー △ 120,077,121

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

      建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

      建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 102,200,000

      財務活動によるキャッシュ・フロー △ 52,200,000

      資金増加額（または減少額）

      資金期首残高

      資金期末残高

(令和7年4月1日から令和8年3月31日まで)
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給与費明細書

１ 総 括

ア 会計年度任用職員以外の職員［職員数欄の（ ）は再任用短時間勤務職員数を外書き］

区 分
職員数（人） 給与費（千円） 法定福利費

（千円）

合 計

（千円）特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

本年度 －
（ ）

前年度 －
（ ）

比 較 －
（ ）

手当の
区 分

扶養

手当

地域

手当

住居

手当

通勤

手当

期末

手当

勤勉

手当

特殊勤務

手当

時間外勤務

手当

管理職

手当

内 訳 本年度

（千円） 前年度

比 較 △ △ △

※期末手当・勤勉手当及びそれに係る法定福利費の前年度発生分（１２月から３月までの４か月分）

は、賞与引当金に計上しているため含めていない。

イ 会計年度任用職員［職員数欄の（ ）はパートタイム会計年度任用職員数を外書き］

区 分
職員数（人） 給与費（千円） 法定福利費

（千円）

合 計

（千円）特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

本年度 －
（ ）

前年度 －
（ ）

比 較 －
（ ）

△ △ △

手当の
区 分 期末手当 勤勉手当

特殊勤務

手当

時間外勤務

手当

内 訳 本年度

（千円） 前年度

比 較 △ △

２ 給料及び手当の増減額の明細

ア 会計年度任用職員以外の職員

区 分 増減額 増減事由別内訳 説 明 備 考

給与改定に伴う増減分 千円

給料 千円 昇給に伴う増加分 千円

その他の増減分 千円

手当 千円

制度改正に伴う増減分 千円

その他の増減分 千円
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３ 給料及び手当の状況

（１）職員１人当たりの給与

区 分 企 業 職

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

令和７年１月１日現在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

令和６年１月１日現在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

（２）初任給（令和７年１月１日現在）

区 分 高 校 卒 短 大 卒 大 学 卒

企 業 職 円 円 円

一般会計の制度（事務職） 円 円 円

（３）級別職員数［（ ）は再任用短時間勤務職員について外書き］

区 分
企業職

級 職員数（人） 構成比（％）

１
（ ） （ ）

２
（ ） （ ）

３
（ ） （ ）

令和７年１月１日現在 ４
（ ） （ ）

５
（ ）
－

（ ）
－

６
（ ）
－

（ ）
－

７
（ ）
－

（ ）
－

計
（ ） （ ）

１
（ ） （ ）

２
（ ） （ ）

３
（ ） （ ）

令和６年１月１日現在 ４
（ ） （ ）

５
（ ）
－

（ ）
－

６
（ ）
－

（ ）
－

７
（ ）
－

（ ）
－

計
（ ） （ ）

（級別の基準となる職務内容）

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

企業職 主事補 主事 主任 係長・主査 課長補佐 副参事・課長・主幹 参事・技監
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（４）昇給

区 分 合 計 企 業 職

本

年

度

職員数（Ａ） （人）

昇給に係る職員数（Ｂ） （人）

号給数別内訳

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人）

５号給 （人）

６号給 （人）

７号給 （人）

８号給 （人）

比率（Ｂ）／（Ａ） （％） ％ ％

前

年

度

職員数（Ａ） （人）

昇給に係る職員数（Ｂ） （人）

号給数別内訳

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人）

５号給 （人）

６号給 （人）

７号給 （人）

８号給 （人）

比率（Ｂ）／（Ａ） （％） ％ ％

（５）期末手当・勤勉手当［（ ）は再任用職員］

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支給率計

（月分）

職制上の段階、職務の

級等による加算措置６月（月分） １２月（月分）

本 年 度 （ ） （ ） （ ） 有

前 年 度 （ ） （ ） （ ） 有

一般会計の制度 （ ） （ ） （ ） 有

（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区 分
２０年勤続の者

（月分）

２５年勤続の者

（月分）

３５年勤続の者

（月分）

最高限度

（月分）
その他の加算措置等 備考

支給率等
定年前早期退職特例措置

（ ％〜 ％加算）

一般会計の制度

（支給率等）

定年前早期退職特例措置

（ ％〜 ％加算）

（７）地域手当

支給対象地域 支給率（％）
支給対象職員数

（人）

国の指定基準に

基づく支給率（％）

吉見町
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（７）その他の手当

区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当

一般会計の制度との異同 同じ 同じ 同じ

差異の内容 － － －
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債務負担行為に関する調書

（現年度分）

事 項 限度額

前年度末までの

支払義務発生 見込 額

当該年度以降の

支払義務発生予定額
左の財源内訳

期間 金額 期間 金額
補助金

等

損益勘定

留保資金等

水道事業

収 益

吉見大和田

地区産業団

地整備事業
千円

― ―
令和 年度から

令和 年度まで 千円 千円
千円 千円

（過年度分）

事 項 限度額

前年度末までの

支払義務発生 見込 額

当該年度以降の

支払義務発生予定額
左の財源内訳

期間 金額 期間 金額
補助金

等

損益勘定

留保資金等

水道事業

収 益

中央監視制

御施設改修

事業
千円

― ― 令和 年度
千円

千円
千円

千円
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（単位：円）

１

（１）

イ

ロ

△ 206,308,163

ハ

△ 3,483,806,592

ニ

△ 1,120,781,914

ホ

△ 4,498,072

ヘ

△ 4,997,193

ト

（２）

イ

２

（１）

（２）

△ 477,039

（３）

令和７年度 吉見町水道事業予定貸借対照表

　   （令和8年3月31日）　

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

現 金 ・ 預 金

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 ・ 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産
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３

（１）

イ

（２）

イ

４

（１）

イ

（２）

（３）

（４）

イ

（５）

５

（１）

（２） △ 1,531,777,150

６

７

（１）

イ

（２）

イ

ロ

ハ 当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

工 事 負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

資 本 金

剰 余 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

前 受 金

引 当 金

引 当 金

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計
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注記
Ⅰ 重要な会計方針

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法

・量水器 先入先出法による原価法

・材 料 先入先出法による原価法

２ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

・減価償却方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 １０～５０年

構築物 １０～６０年

機械及び装置 ８～２０年

工具・器具及び備品 ８～１５年

３ 引当金の計上方法

ア 退職給付引当金

職員の退職手当に係る負担金については、一般会計が埼玉県市町村総合事務組合負担

金条例第３条に規定のある一般負担金を除き、その全部を負担することとなっているた

め、退職給付引当金は計上していない。

イ 賞与引当金

職員の期末手当・勤勉手当及びそれに係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末

における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月

分）を計上している。

ウ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上

している。

４ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方法による。

Ⅱ その他の注記

１ 修繕引当金に関する経過措置

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により

取り崩すこととする。

２ 賞与引当金の取崩し

令和７年６月において、期末手当・勤勉手当及びそれに係る法定福利費を支給する予定

であるため、賞与引当金 円を取り崩す。
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令和６年度  吉見町水道事業予定損益計算書

令和6年4月1日から令和7年3月31日まで （単位：円）

１　営　　　　　業　　　　 収　　　　 益

　　（１）給　　　　水　　　 収　　　 益

　　（２）受　　託　　工　　事　 収　 益

　　（３）そ　 の　 他　 営　 業　収　益

２　営　　　　　業　　　　 費　　　　 用

　　（１）原　 水　 及　 び　 浄　水　費

　　（２）配 　水　 及　 び　 給　水　費

　　（３）受　　 託　　 工　　 事　　 費

　　（４）総　　　　　　係　　　　　　費

　　（５）減　　 価　　 償　　 却　　 費

　　（６）資　　 産　　 減　　 耗　　 費

　　（７）そ　 の　 他　 営　 業　費　用

　　　　　営　　　　業　　　 損　　　 失

３　営　　　 業　　　 外　　　収　　　益

　　（１）受　　　　取　　　 利　　　 息

　　（２）長　 期　 前　 受　 金　戻　入

　　（３）雑　　　　　　収　　　　　　益

４　営　　　 業　　　 外　　　費　　　用

　　（１）支　　　　払　　　 利　　　 息

　　（２）雑　　　　　　支　　　　　　出

　　　　　経　　　　常　　　 損　　　 失

５　特　　　　　別　　　　 利　　　　 益

　　（１）固　 定　 資　 産　 売　却　益

　　（２）そ　 の　 他　 特　 別　利　益

６　特　　　　　別　　　　 損　　　　 失

　　（１）過　年　度　損　益　修　正　損

　　（２）そ　 の　 他　 特　 別　損　失

　　　　　当　　年　　度　　純　 損　 失

　　　　　前 年 度 繰 越 利 益  剰 余 金

　　　　　当 年 度 未 処 分 利 益 剰余金
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（単位：円）

１

（１）

イ

ロ

△ 198,968,163

ハ

△ 3,349,452,002

ニ

△ 1,075,784,914

ホ

△ 4,447,072

ヘ

△ 4,997,193

ト

（２）

イ

２

（１）

（２）

△ 342,455

（３）

建 設 仮 勘 定

機 械 及 び 装 置

令和６年度 吉見町水道事業予定貸借対照表

　   （令和7年3月31日）　

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 ・ 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品
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３

（１）

イ

（２）

イ

４

（１）

イ

（２）

（３）

（４）

イ

（５）

５

（１）

（２） △ 1,503,617,551

６

７

（１）

イ

（２）

イ

ロ

ハ

引 当 金 合 計

企 業 債

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

流 動 負 債

未 払 金

前 受 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

資 本 剰 余 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

繰 延 収 益

工 事 負 担 金

減 債 積 立 金

資 本 金

剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

建 設 改 良 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

負　債　の　部

資　本　の　部

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債

長 期 前 受 金
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収益的収入及び支出

収　入
本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額

営業収益

給水収益

受託工事収益

その他営業収益

営業外収益

受取利息

長期前受金戻入 △ 1,098

消費税及び地方消費税
還付金

雑収益

他会計補助金

特別利益 △ 181

過年度損益修正益

△ 固定資産売却益 △ 181

令和７年度  吉見町水道事業会計予算見積基礎

水道事業収益

比　　較款・項 目
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（単位：千円）

金　　額

水道料金   φ13㎜ 5,895件

  φ20㎜ 1,801件

  φ25㎜　　41件

  φ30㎜　　21件

  φ40㎜　　17件

  φ50㎜　　19件

  φ75㎜　　 5件

  φ100㎜　　1件

  φ150㎜　  1件

  φ200㎜　　1件

受託工事収益 受託工事収益

切廻し等工事費

管破損等修繕費

手数料 中止手数料

検査手数料

指定工事業者申請手数料

その他手数料

他会計負担金 消火栓維持管理費

受取利息 普通預金利息

定期預金利息

長期前受金戻入 減価償却費の補助金等相当額

消費税及び地方消
費税還付金

消費税及び地方消費税還付金

その他雑収益 下水道使用料徴収業務受託料

管工事受託事務手数料

その他雑収益

他会計補助金 水道事業会計基本料金減免事業費補助金

過年度損益修正益 過年度損益修正益

廃目

説　　　明
区　　分

節
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支　出
本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額

営業費用

原水及び浄水費

配水及び給水費

水道事業費用

款・項 目 比　　較
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（単位：千円）

金　　額

給料 職員　１人

手当 扶養手当

地域手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

時間外勤務手当

賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

法定福利費 共済組合負担金

退職手当組合負担金

旅費 普通旅費

被服費 作業服等購入費

備消品費 残塩用試薬

作業用品等購入費

記録計消耗品等購入費

燃料費 発電機用燃料費

通信運搬費 遠隔操作用回線通信料

（黒岩・久米田・蚊斗谷・八反田）

委託料 配水場運転管理等業務委託料

施設等除草業務委託料

自家用電気工作物保安管理業務委託料

水質検査委託料（浄水）

水質検査委託料（予備検査）

エネルギーサービスプロバイダ業務委託料

手数料 保菌検査手数料

修繕費 施設等修繕費

動力費 今泉管理センター電気料

受水費 県水受水費　4,000,000m3（61.78円/m3）

給料 職員　１人

手当 扶養手当

地域手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

時間外勤務手当

賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

法定福利費 共済組合負担金

退職手当組合負担金

旅費 普通旅費

被服費 作業服等購入費

備消品費 閉栓キャップ

その他消耗品費

燃料費 車両用燃料費

通信運搬費 携帯電話通話料

検満メーター事前通知用郵送料

委託料 配水場警備保障委託料

（黒岩・久米田・蚊斗谷・八反田）

警報装置保守委託料（蚊斗谷）

給水管布設替工事設計業務委託料

検満メーター交換委託料

緊急時業務委託料

配水場除草業務委託料

浄化槽保守点検委託料（黒岩・久米田・蚊斗谷）

自家用電気工作物保安管理業務委託料

（黒岩・久米田・蚊斗谷・八反田）

説　　　明
節

区　　分
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額
款・項 目 比　　較

受託工事費

総係費
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金　　額
説　　　明

節

区　　分

電気計装設備定期点検委託料

（黒岩・久米田）

上水道管理システムデータ更新業務委託料

上水道管理システム保守業務委託料

エネルギーサービスプロバイダ業務委託料

消防用設備保守点検委託料

配水池清掃業務委託料（黒岩）

漏水調査委託料

手数料 浄化槽法定検査手数料（黒岩・久米田・蚊斗谷）

浄化槽清掃手数料（黒岩・久米田・蚊斗谷）

賃借料 配水場警報装置リース料

（黒岩・久米田・八反田）

上水道管理システム賃借料

修繕費 配・給水管漏水修繕費

配・給水管工事等に伴う道路補修費

検満メーター修繕費

給水管布設替工事費

不凍バルブ交換費

その他修繕費

動力費 黒岩配水場電気料

久米田配水場電気料

蚊斗谷配水場電気料

八反田配水場電気料

今泉増圧ポンプ電気料

材料費 漏水等修理使用材料費

常温合材購入費

印刷製本費 給水台帳

委託料 給水管増径工事設計業務委託料

修繕費 道路改良等に伴う切廻し工事費

管破損等修繕費

材料費 原因者漏水等修理使用材料費

工事請負費 給水管布設替工事費

報酬 水道事業審議会委員報酬

会計年度任用職員報酬

給料 職員　２人

手当 地域手当

住居手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

時間外勤務手当

賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

法定福利費 共済組合負担金

退職手当組合負担金

旅費 普通旅費

研修旅費

費用弁償

被服費 作業服等購入費

備消品費 消耗品費

図書購入費

光熱水費 下水道使用料

印刷製本費 検針票

納入通知書

コピー料金

予算書

決算書

その他印刷製本費

通信運搬費 納入通知書等郵送料
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額
款・項 目 比　　較

減価償却費 △ 143

資産減耗費 △ 14,066

営業外費用 △ 2,600

支払利息 △ 2,600

消費税及び地方消費税

雑支出

特別損失

過年度損益修正損

予備費

予備費
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金　　額
説　　　明

節

区　　分

電話料

切手代

広告料 緊急広報用

委託料 検針業務委託料

コンビニ収納業務委託料

料金システム保守業務委託料

水道料金口座振替データ伝送業務委託料

水道料金システム改修業務委託料

手数料 水道料金口座振替手数料

口座振込データ伝送利用手数料

残高証明書等発行手数料

備品等廃棄手数料

車検代行手数料

車検登録手数料

賃借料 料金・会計システム賃借料

修繕費 車検等整備費

庁内修繕費

備品修繕費

研修費 職員研修費

負担金 日本水道協会正会員会費

埼玉県西部地区水道研究会会費

下水道事業会計人件費負担金

その他負担金

保険料 自賠責保険料

自動車損害共済保険料

企業総合保険料

総合賠償責任保険料

公租公課 自動車重量税

食糧費 食糧費

交際費 交際費

補償金 補償金

貸倒引当金繰入額 貸倒引当金繰入額

雑費 雑費

建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

資産除却費 構築物除却費

たな卸資産減耗費 使用不能資材減耗費

企業債利息 財務省財政融資資金借入利息

地方公共団体金融機構資金借入利息

消費税及び地方消
費税

消費税及び地方消費税

その他雑支出 その他雑支出

過年度損益修正損 過年度損益修正損

予備費 予備費

有形固定資産減価
償却費
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資本的収入及び支出

収　入
本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額

企業債 △ 30,000

企業債 △ 30,000

負担金

工事負担金

補助金 △ 9,255

国庫補助金 △ 9,255

△ 固定資産売却代金 △ 395

△ 固定資産売却代金 △ 395

支　出
本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額

建設改良費

事務費

建設改良費

メーター費

固定資産購入費 △ 200

企業債償還金 △ 400

企業債償還金 △ 400

資本的収入

款・項 目 比　　較

資本的支出

款・項 目 比　　較
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（単位：千円）

金　　額

老朽管更新事業借入

施設整備事業借入

工事負担金 加入金

吉見大和田地区産業団地整備事業負担金

国庫補助金 社会資本整備総合交付金

廃項

（単位：千円）

金　　額

給料 職員　１人

手当 地域手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

時間外勤務手当

法定福利費 共済組合負担金

退職手当組合負担金

委託料 配水管切廻し工事設計業務委託料
（吉見大和田地区）

工事請負費 配水管布設替工事費

中央監視制御施設改修工事費

配水管布設替工事に伴う舗装本復旧工事費

配水管布設工事費（吉見大和田地区）

配水管切廻し工事費（吉見大和田地区）

照明設備改修（LED化）工事費
（黒岩・久米田・蚊斗谷）

進入路拡幅工事費（黒岩）

メーター費 新規メーター設置費

工具・器具及び備
品費

工具・器具及び備品購入費

財務省財政融資資金元金償還金

地方公共団体金融機構資金元金償還金

説　　　明
区　　分

区　　分
説　　　明

節

建設改良費等の財
源に充てるための
企業債償還金

建設改良費等の財
源に充てるための
企業債

節

－ 27 －



－ 28 －



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令令 和和 ７７ 年年 度度

 

埼埼玉玉県県比比企企郡郡吉吉見見町町下下水水道道事事業業会会計計予予算算書書





議案第２２号

令和７年度吉見町下水道事業会計予算

（総 則）

第１条 令和７年度吉見町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 公共下水道事業

処理戸数 １，１２５戸

年間有収水量 ９７０，０００

一日平均有収水量 ２，６５７

主な建設改良事業 汚水管渠改築工事 ５０，０００千円

（２） 特定環境保全公共下水道事業

処理戸数 ８４２戸

年間有収水量 ２２３，０００

一日平均有収水量 ６１１

（３） 農業集落排水事業

処理戸数 １，７３６戸

年間有収水量 ４９７，０００

一日平均有収水量 １，３６２

主な建設改良事業 管路施設等改修工事 ４８，９００千円

（４） 公設浄化槽事業

処理戸数 ３８戸

年間有収水量 ６，０００

一日平均有収水量 １６

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業費用中公営企業会計

の適用に要する費用１，７６０千円の財源にあてるため、企業債（公営企業会計適用債）

１，６００千円を借り入れる。

収 入

第１款 公共下水道事業収益 ３２４，１８９千円

第１項 営業収益 １９２，０９７千円

第２項 営業外収益 １３２，０９１千円

第３項 特別利益 １千円

第２款 特定環境保全公共下水道事業収益 １２９，７８４千円

第１項 営業収益 ３５，６１８千円

第２項 営業外収益 ９４，１６５千円

第３項 特別利益 １千円

第３款 農業集落排水事業収益 ３５３，２５０千円

第１項 営業収益 ６０，０００千円
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第２項 営業外収益 ２９３，２４９千円

第３項 特別利益 １千円

第４款 公設浄化槽事業収益 １６，６３０千円

第１項 営業収益 ２，６８６千円

第２項 営業外収益 １３，９４３千円

第３項 特別利益 １千円

支 出

第１款 公共下水道事業費用 ２７３，７４８千円

第１項 営業費用 ２４１，３５５千円

第２項 営業外費用 ３１，３９２千円

第３項 特別損失 １千円

第４項 予備費 １，０００千円

第２款 特定環境保全公共下水道事業費用 １０５，９４４千円

第１項 営業費用 ９１，９０７千円

第２項 営業外費用 １３，５３６千円

第３項 特別損失 １千円

第４項 予備費 ５００千円

第３款 農業集落排水事業費用 ３５１，５１５千円

第１項 営業費用 ３２３，９８９千円

第２項 営業外費用 ２６，５２５千円

第３項 特別損失 １千円

第４項 予備費 １，０００千円

第４款 公設浄化槽事業費用 １４，００４千円

第１項 営業費用 １３，７２５千円

第２項 営業外費用 １７８千円

第３項 特別損失 １千円

第４項 予備費 １００千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に

対し不足する額４１，９８０千円は、引継金４１，９８０千円で補てんするものとする。）。

収 入

第１款 公共下水道事業資本的収入 １６０，１０９千円

第１項 企業債 ６４，２００千円

第２項 補助金 ９２，５３３千円

第３項 受益者負担金及び分担金 ５０千円

第４項 負担金 ３，３２６千円

第２款 特定環境保全公共下水道事業資本的収入 ７０，７９４千円

第１項 企業債 ４００千円

第２項 補助金 ６９，８０６千円
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第３項 受益者負担金及び分担金 ５０千円

第４項 負担金 ５３８千円

第３款 農業集落排水事業資本的収入 １８４，１１０千円

第１項 企業債 ３８，５００千円

第２項 補助金 １１０，３９９千円

第３項 受益者負担金及び分担金 ４，９００千円

第４項 負担金 ３０，３１１千円

第４款 公設浄化槽事業資本的収入 ７，２２４千円

第１項 企業債 ２，６００千円

第２項 補助金 ３，５３２千円

第３項 受益者負担金及び分担金 ５４４千円

第４項 負担金 ５４８千円

支 出

第１款 公共下水道事業資本的支出 １７６，２２８千円

第１項 建設改良費 １２４，３６５千円

第２項 企業債償還金 ５１，８６３千円

第２款 特定環境保全公共下水道事業資本的支出 ７８，１８６千円

第１項 建設改良費 ７，８４３千円

第２項 企業債償還金 ７０，３４３千円

第３款 農業集落排水事業資本的支出 ２０２，５７９千円

第１項 建設改良費 ８５，４６９千円

第２項 企業債償還金 １１７，１１０千円

第４款 公設浄化槽事業資本的支出 ７，２２４千円

第１項 建設改良費 ５，７８４千円

第２項 企業債償還金 １，４４０千円

（債務負担行為）

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事 項 期 間 限 度 額

下水道使用料改定

検討支援業務委託

令和７年度から

令和８年度まで
８，０００千円

（企業債）

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法

下水道事業

公営企業会計

適用事業

１０４，１００千円

１，６００千円

普通貸借又

は証券発行

３．５％以内

（ただし、利率見

直し方式で借り入

れる資金につい

て、利率の見直し

を行った後におい

ては、当該見直し

後の利率）

借入先の融資条件によ

る。ただし、企業財政の

都合により据置期間及

び償還期限を短縮し、

若しくは、繰上償還又

は低利に借り換えする

ことができる。
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（一時借入金）

第７条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 営業費用と営業外費用の間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又は

それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 職員給与費 ６９，３７７千円

（他会計からの補助金）

第１０条 事業助成のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２７３，２２３千円

である。

令和７年２月２７日提出

吉見町長 宮 﨑 善 雄
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令和７年度  吉見町下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　入 （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　考

公共下水道事業
収益

営業収益

下水道使用料

雨水処理負担金

その他営業収益

営業外収益

受取利息

他会計負担金

長期前受金戻入

雑収益

特別利益

過年度損益修正益

特定環境保全公
共下水道事業収
益

営業収益

下水道使用料

雨水処理負担金

営業外収益

他会計負担金

長期前受金戻入

雑収益

特別利益

過年度損益修正益

農業集落排水事
業収益

営業収益

下水道使用料

営業外収益

他会計補助金

他会計負担金

長期前受金戻入

雑収益

特別利益

過年度損益修正益
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款 項 目 予　定　額 備　　　考

公設浄化槽事業
収益

営業収益

下水道使用料

営業外収益

補助金

他会計補助金

他会計負担金

長期前受金戻入

雑収益

特別利益

過年度損益修正益

支　出 （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　考

公共下水道事業
費用

営業費用

管渠費

流域下水道維持管理負
担金

総係費

減価償却費

営業外費用

支払利息及び企業債取
扱諸費

消費税及び地方消費税

特別損失

過年度損益修正損

予備費

予備費

特定環境保全公
共下水道事業費
用

営業費用

管渠費

総係費

減価償却費

営業外費用

支払利息及び企業債取
扱諸費
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款 項 目 予　定　額 備　　　考

特別損失

過年度損益修正損

予備費

予備費

農業集落排水事
業費用

営業費用

管渠費

処理場費

総係費

減価償却費

営業外費用

支払利息及び企業債取
扱諸費

特別損失

過年度損益修正損

予備費

予備費

公設浄化槽事業
費用

営業費用

浄化槽費

総係費

減価償却費

営業外費用

支払利息及び企業債取
扱諸費

特別損失

過年度損益修正損

予備費

予備費
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資本的収入及び支出

収　入 （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　考

公共下水道事業
資本的収入

企業債

企業債

補助金

国庫補助金

他会計補助金

受益者負担金及
び分担金

受益者負担金及び分担
金

負担金

他会計負担金

特定環境保全公
共下水道事業資
本的収入

企業債

企業債

補助金

他会計補助金

受益者負担金及
び分担金

受益者負担金及び分担
金

負担金

他会計負担金

農業集落排水事
業資本的収入

企業債

企業債

補助金

国庫補助金

他会計補助金

受益者負担金及
び分担金

受益者負担金及び分担
金

負担金

他会計負担金

公設浄化槽事業
資本的収入

企業債

企業債
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款 項 目 予　定　額 備　　　考

補助金

国庫補助金

他会計補助金

受益者負担金及
び分担金

受益者負担金及び分担
金

負担金

他会計負担金

支　出 （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　考

公共下水道事業
資本的支出

建設改良費

事務費

管渠建設改良費

流域下水道建設負担金

企業債償還金

企業債償還金

特定環境保全公
共下水道事業資
本的支出

建設改良費

事務費

管渠建設改良費

企業債償還金

企業債償還金

農業集落排水事
業資本的支出

建設改良費

事務費

管渠建設改良費

処理場建設改良費

企業債償還金

企業債償還金

公設浄化槽事業
資本的支出

建設改良費

浄化槽建設改良費

固定資産購入費

企業債償還金

企業債償還金
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令和７年度  吉見町下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

      当年度純利益（△は純損失）

      減価償却費

      引当金の増減額（△は減少）

      貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 18,166

      長期前受金戻入額 △ 320,704,000

      受取利息及び受取配当金 △ 1,000

      支払利息

      未収金の増減額（△は増加）

      未払金の増減額（△は減少） △ 10,021,757

      小計

      利息の受取額

      利息の支払額 △ 46,631,000

      業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

      有形固定資産の取得による支出 △ 199,926,567

      無形固定資産の取得による支出 △ 10,727,273

      負担金による収入

      国庫補助金等による収入

      投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

      建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

      建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 238,365,000

      その他の企業債による収入

      その他の企業債の償還による支出 △ 2,391,000

      財務活動によるキャッシュ・フロー △ 135,056,000

      資金増加額（又は減少額）

      資金期首残高

      資金期末残高

(令和7年4月1日から令和8年3月31日まで)
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給与費明細書

１ 総 括

ア 会計年度任用職員以外の職員［職員数欄の（ ）は再任用短時間勤務職員数を外書き］

区 分
職員数（人） 給与費（千円） 法定福利費

（千円）

合 計

（千円）特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

本年度 －
（ ）

前年度 －
（ ）

比 較 －
（ ）

手当の
区 分

扶養

手当

地域

手当

住居

手当

通勤

手当

期末

手当

勤勉

手当

特殊勤務

手当

時間外勤務

手当

管理職

手当

内 訳 本年度

（千円） 前年度

比 較 △ △ △

※期末手当・勤勉手当及びそれに係る法定福利費の前年度発生分（１２月から３月までの

４か月分）は、賞与引当金及び法定福利費引当金に計上しているため含まない。

２ 給料及び手当の増減額の明細

ア 会計年度任用職員以外の職員

区 分 増減額 増減事由別内訳 説 明 備 考

給与改定に伴う増減分 千円

給料 千円 昇給に伴う増加分 千円

その他の増減分 千円

手当 千円
制度改正に伴う増減分 千円

その他の増減分 千円

３ 給料及び手当の状況

（１）職員１人当たりの給与

区 分 企 業 職

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

令和７年１月１日現在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

令和６年１月１日現在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）
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（２）初任給（令和７年１月１日現在）

区 分 高 校 卒 短 大 卒 大 学 卒

企 業 職 円 円 円

一般会計の制度（事務職） 円 円 円

（３）級別職員数［（ ）は再任用短時間勤務職員について外書き］

区 分
企業職

級 職員数（人） 構成比（％）

１
（ ） （ ）

２
（ ） （ ）

３
（ ） （ ）

令和７年１月１日現在 ４
（ ） （ ）

５
（ ） （ ）

６
（ ） （ ）

７
（ ）
－

（ ）
－

計
（ ） （ ）

１
（ ）
－

（ ）
－

２
（ ） （ ）

３
（ ） （ ）

令和６年１月１日現在 ４
（ ） （ ）

５
（ ） （ ）

６
（ ） （ ）

７
（ ）
－

（ ）
－

計
（ ） （ ）

（級別の基準となる職務内容）

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

企業職 主事補 主事 主任 係長・主査 課長補佐 副参事・課長・主幹 参事・技監
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（４）昇給

区 分 合 計 企 業 職

本

年

度

職員数（Ａ） （人）

昇給に係る職員数（Ｂ） （人）

号給数別内訳

１号給 （人） － －

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人）

５号給 （人） － －

６号給 （人） － －

７号給 （人） － －

８号給 （人） － －

比率（Ｂ）／（Ａ） （％） ％ ％

前

年

度

職員数（Ａ） （人）

昇給に係る職員数（Ｂ） （人）

号給数別内訳

１号給 （人） － －

２号給 （人）

３号給 （人） － －

４号給 （人）

５号給 （人） － －

６号給 （人） － －

７号給 （人） － －

８号給 （人） － －

比率（Ｂ）／（Ａ） （％） ％ ％

（５）期末手当・勤勉手当［（ ）は再任用職員］

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支給率計

（月分）

職制上の段階、職務の

級等による加算措置６月（月分） １２月（月分）

本 年 度 （ ） （ ） （ ） 有

前 年 度 （ ） （ ） （ ） 有

一般会計の制度 （ ） （ ） （ ） 有

（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区 分
２０年勤続の者

（月分）

２５年勤続の者

（月分）

３５年勤続の者

（月分）

最高限度

（月分）
その他の加算措置等 備考

支給率等
定年前早期退職特例措置

（ ％〜 ％加算）

一般会計の制度

（支給率等）

定年前早期退職特例措置

（ ％〜 ％加算）

（７）地域手当

支給対象地域 支 給 率（％） 支給対象職員数（人） 国の指定基準に基づく支給率（％）

吉 見 町 ４ ８ ４
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（８）その他の手当

区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当

一般会計の制度との異同 同じ 同じ 同じ

差異の内容 － － －
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債務負担行為に関する調書

事 項 限度額

前年度末までの

支払義務発生 見込 額

当該年度以降の

支払義務発生予定額
左の財源内訳

期間 金額 期間 金額 補助金
損益勘定

留保資金等

下水道事業

収 益

下水道使

用料改定

検討支援

業務委託

千円
― ―

令和 年度から

令和 年度まで 千円
千円 千円

千円
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令和７年度  吉見町下水道事業予定貸借対照表

（令和8年3月31日） （単位：円）

資　産　の　部

１　固　　　　　定　　　　 資　　　　 産

　　（１）有　　形　　固　　定　 資　 産

　　　 イ　 土　　　　　　　　　　　　地

　　　 ロ　 建　　　　　　　　　　　　物

　　　　　　減　 価　 償　却　累　計　額 △ 48,046,838

　　　 ハ　 構　　　　　 築 　　　　　物

　　　　　　減　 価　 償　却　累　計　額 △ 596,017,212

　　　 ニ　 機　　械　 及　 び　 装　 置

　　　　　　減　 価　 償　却　累　計　額 △ 86,057,095

　　　 ホ　 車　　 両　　 運　　搬　　具

　　　　　　減　 価　 償　却　累　計　額 △ 495,307

　　　 ヘ　 建　　 設　　 仮　　勘　　定

　　　　　有　形　固　定　資　産　合　計

　　（２）無　　形　　固　　定　 資　 産

　　　 イ　 施　　 設　　 利　　用　　権

　　　　　無　形　固　定　資　産　合　計

　　　　　固　　定　　資　　産　 合　 計

２　流　　　　　動　　　　 資　　　　 産

　　（１）現　　　　金　　　 預　　　 金

　　（２）未　　　　　　収　　　　　　金

△ 182,628

　　　　　流　　動　　資　　産　 合　 計

　　　　　資　　　　産　　　 合　　　 計

 　　　   貸     倒     引     当     金
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負　債　の　部

３　固　　　　　定　　　　 負　　　　 債

　　（１）企　　　　　　業　　　　　　債

　　　 イ　 建 設 改 良 費 等 の 財 源に

　　　　　　充 て る た め の 企　業　債

　　　 ロ　 そ　 の　 他　の　企　業　債

　　　　　企　　 業　　 債　　 合　　 計

　　　　　固　　定　　負　　債　 合　 計

４　流　　　　　動　　　　 負　　　　 債

　　（１）企　　　　　　業　　　　　　債

　　　 イ　 建 設 改 良 費 等 の 財 源に

　　　　　　充 て る た め の 企　業　債

　　　 ロ　 そ　 の　 他　の　企　業　債

　　　　　企　　 業　　 債　　 合　　 計

　　（２）未　　　　　　払　　　　　　金

　　（３）引　　　　　　当　　　　　　金

　　　 イ　 賞　　 与　　 引　　当　　金

　　　 ロ　 法　定　福　利　費　引 当 金

　　　　　引　　 当　　 金　　 合　　 計

　　　　　流　　動　　負　　債　 合　 計

５　繰　　　　　延　　　　 収　　　　 益

　　（１）長　　 期　　 前　　 受　　 金

　　（２）収　　益　　化　　累　 計　 額 △ 604,371,771

　　　　　繰　　延　　収　　益　 合　 計

　　　　　負　　　　債　　　 合　　　 計

資　本　の　部

６　資　　　　　　　 本　　　　　　　 金

７　剰　　　　　　　 余　　　　　　　 金

　　（１）資　　 本　　 剰　　 余　　 金

　　　 イ　 国　　 庫　　 補　　助　　金

　　　　　資　 本　 剰　 余　 金　合　計

　　（２）利　　 益　　 剰　　 余　　 金

　　　 イ　 減　　 債　　 積　　立　　金

　　　 ハ　 当 年 度 未 処 分 利益剰余金

　　　　　利　 益　 剰　 余　 金　合　計

　　　　　剰　　 余　　 金　　 合　　 計

　　　　　資　　　　本　　　 合　　　 計

　　　　　負　 債　・　資　 本　 合　 計

　　　 ロ　 建　 設　 改　良　積　立　金
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注記
Ⅰ 重要な会計方針

令和６年度より、地方公営企業会計基準を適用して財務諸表を作成している。

１ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

・減価償却方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 １０～５０年

構築物 １０～５０年

機械及び装置 ５～３５年

車両運搬具 ６年

無形固定資産

・減価償却方法 定額法による。

・主な耐用年数

施設利用権 ４５年

２ 引当金の計上方法

ア 退職給付引当金

職員の退職手当に係る負担金については、一般会計が埼玉県市町村総合事務組合負担

金条例第３条に規定のある一般負担金を除き、その全部を負担することとなっているた

め、退職給付引当金は計上していない。

イ 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基

づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

ウ 法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末におけ

る支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を

計上している。

エ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上

している。

３ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方法による。

Ⅱ 予定貸借対照表等関連

企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内

に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は２，６８０，２８６

千円である。
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Ⅲ セグメント情報

１ 報告セグメントの概要

吉見町下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排

水事業及び公設浄化槽事業を運営しており、各事業で運営方針を決定していることから、

４つの報告セグメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

セグメント区分 事業の内容

公共下水道事業 公共下水道事業における処理区域で汚水及び雨水を処理する

業務

特定環境保全公共下水道事業 特定環境保全公共下水道事業における処理区域で汚水及び雨

水を処理する業務

農業集落排水事業 農業集落排水事業における処理区域で汚水を処理する業務

公設浄化槽事業 公設浄化槽事業における処理区域で汚水を処理する業務

２ 報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自 令和７年４月１日 至 令和８年３月３１日）

（単位：千円）

公共下水道事業
特定環境保全

公共下水道事業
農業集落排水事業

営業収益

営業費用

１７６，３７０

２３４，５７９

３３，３４５

９０，２６７

５４，５４５

３１１，４９６

営業損益

経常損益

△５８，２０９

６７，１４６

△５６，９２１

２３，００８

△２５６，９５０

４，５５４

セグメント資産 ３，７１４，２５９ ２，４０１，９５１ ５，０６２，７８６

セグメント負債 ２，０９８，６３７ ２，３７２，０２８ ５，３００，３４３

その他の項目

他会計繰入金

減価償却費

受取利息

支払利息

特別利益

特別損失

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額

３１，４２７

１４４，６０５

１

６，３９２

１

１

１１３，８４２

４１，３４４

６３，８３５

０

１３，５３６

１

１

７，８２７

１５６，２５５

１７６，７０１

０

２６，５２５

１

１

７８，２５２

公設浄化槽事業 合 計

営業収益

営業費用

２，４４２

１３，４３８

２６６，７０２

６４９，７８０

営業損益

経常損益

△１０，９９６

１，８９３

△３８３，０７６

９６，６０１

セグメント資産 ４２，５４３ １１，２２１，５３９

セグメント負債 ４８，１９５ ９，８１９，２０３

その他の項目

他会計繰入金

減価償却費

受取利息

支払利息

特別利益

特別損失

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額

１０，８０８

１，２７８

０

１７８

１

１

５，２５８

２３９，８３４

３８６，４１９

１

４６，６３１

４

４

２０５，１７９
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（単位：円）

１

（１）

（２）

（３）

２

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

３

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

４

（１）

（２）

５

（１） △ 13,378,700

総 係 費

雑 収 益

支払利息及び企業債取扱諸費

受 取 利 息

流 域 下 水 道 維 持 管 理 負 担 金

処 理 場 費

長 期 前 受 金 戻 入

浄 化 槽 費

減 価 償 却 費

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

当 年 度 純 利 益

特 別 損 失

そ の 他 特 別 損 失

補 助 金

他 会 計 負 担 金

経 常 利 益

雑 支 出

営 業 外 費 用

令和６年度 吉見町下水道事業予定損益計算書

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）　　　

下 水 道 使 用 料

雨 水 処 理 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

管 渠 費

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失

他 会 計 補 助 金

営 業 外 収 益
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令和６年度  吉見町下水道事業予定貸借対照表

（令和7年3月31日） （単位：円）

資　産　の　部

１　固　　　　　定　　　　 資　　　　 産

　　（１）有　　形　　固　　定　 資　 産

　　　 イ　 土　　　　　　　　　　　　地

　　　 ロ　 建　　　　　　　　　　　　物

　　　　　　減　 価　 償　却　累　計　額 △ 24,990,838

　　　 ハ　 構　　　　　 築 　　　　　物

　　　　　　減　 価　 償　却　累　計　額 △ 296,051,212

　　　 ニ　 機　　械　 及　 び　 装　 置

　　　　　　減　 価　 償　却　累　計　額 △ 39,320,095

　　　 ホ　 車　　 両　　 運　　搬　　具

　　　　　　減　 価　 償　却　累　計　額 △ 247,307

　　　 ヘ　 建　　 設　　 仮　　勘　　定

　　　　　有　形　固　定　資　産　合　計

　　（２）無　　形　　固　　定　 資　 産

　　　 イ　 施　　 設　　 利　　用　　権

　　　　　無　形　固　定　資　産　合　計

　　　　　固　　定　　資　　産　 合　 計

２　流　　　　　動　　　　 資　　　　 産

　　（１）現　　　　金　　　 預　　　 金

　　（２）未　　　　　　収　　　　　　金

△ 200,794

　　　　　流　　動　　資　　産　 合　 計

　　　　　資　　　　産　　　 合　　　 計

 　　　   貸     倒     引     当     金
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負　債　の　部

３　固　　　　　定　　　　 負　　　　 債

　　（１）企　　　　　　業　　　　　　債

　　　 イ　 建 設 改 良 費 等 の 財 源に

　　　　　　充 て る た め の 企　業　債

　　　 ロ　 そ　 の　 他　の　企　業　債

　　　　　企　　 業　　 債　　 合　　 計

　　　　　固　　定　　負　　債　 合　 計

４　流　　　　　動　　　　 負　　　　 債

　　（１）企　　　　　　業　　　　　　債

　　　 イ　 建 設 改 良 費 等 の 財 源に

　　　　　　充 て る た め の 企　業　債

　　　 ロ　 そ　 の　 他　の　企　業　債

　　　　　企　　 業　　 債　　 合　　 計

　　（２）未　　　　　　払　　　　　　金

　　（３）引　　　　　　当　　　　　　金

　　　 イ　 賞　　 与　　 引　　当　　金

　　　 ロ　 法　定　福　利　費　引 当 金

　　　　　引　　 当　　 金　　 合　　 計

　　　　　流　　動　　負　　債　 合　 計

５　繰　　　　　延　　　　 収　　　　 益

　　（１）長　　 期　　 前　　 受　　 金

　　（２）収　　益　　化　　累　 計　 額 △ 294,833,771

　　　　　繰　　延　　収　　益　 合　 計

　　　　　負　　　　債　　　 合　　　 計

資　本　の　部

６　資　　　　　　　 本　　　　　　　 金

７　剰　　　　　　　 余　　　　　　　 金

　　（１）資　　 本　　 剰　　 余　　 金

　　　 イ　 国　　 庫　　 補　　助　　金

　　　　　資　 本　 剰　 余　 金　合　計

　　（２）利　　 益　　 剰　　 余　　 金

　　　 イ　 当 年 度 未 処 分 利益剰余金

　　　　　利　 益　 剰　 余　 金　合　計

　　　　　剰　　 余　　 金　　 合　　 計

　　　　　資　　　　本　　　 合　　　 計

　　　　　負　 債　・　資　 本　 合　 計

－ 51 －



収益的収入及び支出

収　入
本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額
△ 50,227

営業収益 △ 27,465

下水道使用料

雨水処理負担金 △ 27,733

その他営業収益

営業外収益 △ 22,762

受取利息

他会計負担金 △ 342

長期前受金戻入 △ 22,420

雑収益

特別利益

過年度損益修正益

営業収益

下水道使用料

雨水処理負担金 △ 1,957

営業外収益

他会計負担金

長期前受金戻入

雑収益

比　　較款・項 目

令和７年度  吉見町下水道事業会計予算見積基礎

公共下水道事業収益

特定環境保全公共下水
道事業収益
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（単位：千円）

金　　額

公共下水道使用料 公共下水道使用料

雨水処理負担金 雨水処理に係る一般会計負担金

手数料 排水設備指定工事店指定手数料

責任技術者登録手数料

預金利息 預金利息

他会計負担金 一般会計負担金

水道事業会計人件費負担金

長期前受金戻入 国庫補助金戻入

他会計補助金戻入

受益者負担金及び分担金戻入

他会計負担金戻入

受贈財産評価額戻入

元金償還繰入金戻入

その他雑収益 延滞金

過料

その他

過年度損益修正益 過年度損益修正益

特定環境保全公共下
水道使用料

特定環境保全公共下水道使用料

雨水処理負担金 雨水処理に係る一般会計負担金

他会計負担金 一般会計負担金

長期前受金戻入 国庫補助金戻入

受益者負担金及び分担金戻入

工事負担金戻入

他会計負担金戻入

元金償還繰入金戻入

その他雑収益 延滞金

過料

その他

説　　　明
区　　分

節
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額
比　　較款・項 目

特別利益

過年度損益修正益

△ 67,357

営業収益

下水道使用料

営業外収益 △ 67,357

他会計補助金 △ 144,067

他会計負担金

長期前受金戻入 △ 2,175

雑収益

特別利益

過年度損益修正益

△ 1,260

営業収益 △ 79

下水道使用料 △ 79

営業外収益 △ 1,181

補助金

他会計補助金 △ 1,500

他会計負担金

長期前受金戻入

雑収益

特別利益

過年度損益修正益

農業集落排水事業収益

公設浄化槽事業収益
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金　　額
説　　　明

区　　分

節

過年度損益修正益 過年度損益修正益

農業集落排水施設使
用料

農業集落排水施設使用料

他会計補助金 一般会計補助金

他会計負担金 一般会計負担金

長期前受金戻入 国庫補助金戻入

受益者負担金及び分担金戻入

他会計負担金戻入

元金償還繰入金戻入

その他雑収益 延滞金

過料

その他

過年度損益修正益 過年度損益修正益

公設浄化槽使用料 公設浄化槽使用料

公設浄化槽清掃料

県補助金 浄化槽整備事業補助金

他会計補助金 一般会計補助金

他会計負担金 一般会計負担金

長期前受金戻入 国庫補助金戻入

県補助金戻入

受益者負担金及び分担金戻入

他会計負担金戻入

元金償還繰入金戻入

その他雑収益 延滞金

過料

その他

過年度損益修正益 過年度損益修正益
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支　出
本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額

営業費用

管渠費

流域下水道維持管理負
担金

総係費

公共下水道事業費用

款・項 目 比　　較
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（単位：千円）

金　　額

備消品費 消耗品費

通信運搬費 通信運搬費

工事請負費 環境整備工事

維持修繕工事

委託料 水質調査委託料

中継ポンプ場保守点検業務委託料

生活排水処理基本計画変更業務委託料

手数料 汚水処理清掃汲取運搬料

薬剤散布手数料

修繕費 管渠等修繕

動力費 動力費

流域下水道維持管理
負担金

荒川右岸流域下水道維持管理負担金

給料 職員　２人

手当 扶養手当

地域手当

期末手当

勤勉手当

管理職手当

時間外勤務手当

通勤手当

賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額

報酬 下水道事業審議会委員報酬

法定福利費 職員共済組合負担金

退職手当組合負担金

法定福利費引当金繰
入額

法定福利費引当金繰入額

旅費 普通旅費

費用弁償

被服費 作業服等購入費

備消品費 消耗品費

備品購入費

燃料費 車両用燃料費

印刷製本費 印刷製本費

通信運搬費 通信運搬費

郵券料

委託料 下水道使用料徴収委託料

下水道台帳整備委託料

下水道施設台帳管理システム保守委託料

受益者負担金賦課帳票等作成業務委託料

公営企業会計システム保守委託料

下水道事業企業会計経理支援委託料

下水道使用料改定検討支援業務委託料

手数料 公用車定期点検手数料

口座振込データ伝送システム利用手数料

伝票伝送事務手数料

残高証明書発行手数料

賃借料 下水道事業受益者負担金管理システム使用料

下水道施設台帳管理システム機器借上料

修繕費 車両等修繕

食糧費 食糧費

説　　　明
節

区　　分
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額
款・項 目 比　　較

減価償却費

営業外費用

支払利息及び企業債取
扱諸費

△ 335

消費税及び地方消費税

特別損失 △ 12,512

過年度損益修正損

△ その他特別損失 △ 12,512

予備費

予備費

営業費用

管渠費

総係費

特定環境保全公共下水
道事業費用
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金　　額
説　　　明

節

区　　分

負担金 日本下水道協会会費

埼玉県下水道協会会費

全国町村下水道推進協議会埼玉県支部会費

荒川右岸流域下水道維持管理連絡協議会負担金

その他負担金

補助金 排水設備改造資金融資あっせん利子補給金

保険料 自動車損害共済保険料

有形固定資産減価償 構築物減価償却費

却費 機械及び装置減価償却費

無形固定資産減価償
却費

施設利用権減価償却費

企業債利息 公共下水道利子償還金

流域下水道利子償還金

公営企業法適用利子償還金

消費税及び地方消費
税

消費税及び地方消費税

過年度損益修正損 過年度損益修正損

廃目

予備費 予備費

備消品費 消耗品費

通信運搬費 通信運搬費

工事請負費 環境整備工事

維持修繕工事

委託料 水質調査委託料

中継ポンプ場保守点検業務委託料

手数料 汚水処理清掃汲取運搬料

薬剤散布手数料

修繕費 管渠等修繕

動力費 動力費

給料 職員　１人

手当 地域手当

期末手当

勤勉手当

管理職手当

時間外勤務手当

通勤手当

賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額

法定福利費 職員共済組合負担金

退職手当組合負担金

法定福利費引当金繰
入額

法定福利費引当金繰入額
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額
款・項 目 比　　較

減価償却費

営業外費用 △ 1,190

支払利息及び企業債取
扱諸費

△ 1,190

特別損失 △ 2,100

過年度損益修正損

△ その他特別損失 △ 2,100

予備費

予備費

営業費用

管渠費

処理場費 △ 5,143

農業集落排水事業費用
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金　　額
説　　　明

節

区　　分

旅費 普通旅費

通信運搬費 郵券料

委託料 下水道使用料徴収委託料

下水道台帳整備委託料

下水道施設台帳管理システム保守委託料

受益者負担金賦課帳票等作成業務委託料

公営企業会計システム保守委託料

下水道事業企業会計経理支援委託料

下水道使用料改定検討支援業務委託料

手数料 口座振込データ伝送システム利用手数料

伝票伝送事務手数料

賃借料 下水道事業受益者負担金管理システム使用料

下水道施設台帳管理システム機器借上料

補助金 排水設備改造資金融資あっせん利子補給金

有形固定資産減価償 構築物減価償却費

却費 機械及び装置減価償却費

企業債利息 特定環境保全公共下水道利子償還金

公営企業法適用利子償還金

過年度損益修正損 過年度損益修正損

廃目

予備費 予備費

委託料 中継ポンプ場保守点検業務委託料

修繕費 中継ポンプ修繕

真空システム修繕

その他修繕

路面復旧費 舗装補修・舗装本復旧工事

動力費 動力費

材料費 常温合材購入費

備消品費 消耗品費

光熱水費 処理場水道料金

通信運搬費 通信運搬費

委託料 処理施設維持管理業務委託料

電気設備保安業務委託料

消防設備保安業務委託料

エネルギーサービスプロバイダ委託料

修繕工事実施設計業務委託料

手数料 処理場法定検査手数料

処理施設汚泥引抜運搬料

処理場水質試験手数料

賃借料 土地借上料

修繕費 処理場修繕

その他修繕

動力費 処理場動力費

処理場自家発電機燃料

保険料 建物災害共済分担金

－ 61 －



本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額
款・項 目 比　　較

総係費

減価償却費

△ 資産減耗費 △ 5,084

営業外費用

支払利息及び企業債取
扱諸費

特別損失 △ 4,737

過年度損益修正損

△ その他特別損失 △ 4,737
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金　　額
説　　　明

節

区　　分

給料 職員　１人

手当 扶養手当

地域手当

期末手当

勤勉手当

時間外勤務手当

通勤手当

賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額

法定福利費 職員共済組合負担金

退職手当組合負担金

法定福利費引当金繰
入額

法定福利費引当金繰入額

旅費 普通旅費

被服費 作業服等購入費

備消品費 消耗品費

燃料費 車両用燃料費

印刷製本費 印刷製本費

通信運搬費 郵券料

委託料 農業集落排水施設使用料徴収委託料

公営企業会計システム保守委託料

農業集落排水施設台帳整備委託料

農業集落排水施設台帳管理システム保守委託料

下水道事業企業会計経理支援委託料

下水道使用料改定検討支援業務委託料

手数料 車検代行手数料

公用車定期点検手数料

口座振込データ伝送システム利用手数料

伝票伝送事務手数料

賃借料 農業集落排水施設台帳管理システム機器借上料

修繕費 車検等整備費

負担金 （一社）地域環境資源センター会費

農業集落排水事業連絡協議会負担金

研修会負担金

その他負担金

補助金 排水設備改造資金融資あっせん利子補給金

保険料 自動車損害共済保険料

自動車賠償責任保険料

公租公課費 自動車重量税

有形固定資産減価償 建物減価償却費

却費 構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

廃目

企業債利息 農業集落排水利子償還金

公営企業法適用利子償還金

過年度損益修正損 過年度損益修正損

廃目
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額
款・項 目 比　　較

予備費

予備費

△ 2,886

営業費用 △ 1,877

浄化槽費

総係費 △ 2,044

減価償却費

営業外費用

支払利息及び企業債取
扱諸費

特別損失 △ 1,060

過年度損益修正損

△ その他特別損失 △ 1,060

予備費

予備費

公設浄化槽事業費用
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金　　額
説　　　明

節

区　　分

予備費 予備費

委託料 浄化槽保守点検委託料

浄化槽清掃委託料

手数料 法定検査手数料

修繕費 浄化槽修繕

保険料 建物災害共済分担金

給料 職員　１人

手当 地域手当

期末手当

勤勉手当

時間外勤務手当

通勤手当

賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額

法定福利費 職員共済組合負担金

退職手当組合負担金

法定福利費引当金繰
入額

法定福利費引当金繰入額

通信運搬費 郵券料

委託料 浄化槽使用料徴収委託料

公営企業会計システム保守委託料

下水道事業企業会計経理支援委託料

手数料 口座振込データ伝送システム利用手数料

伝票伝送事務手数料

補助金 生活排水路等整備補助金

有形固定資産減価償
却費

構築物減価償却費

企業債利息 公設浄化槽利子償還金

公営企業法適用利子償還金

過年度損益修正損 過年度損益修正損

廃目

予備費 予備費
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資本的収入及び支出

収　入
本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額

企業債

企業債

補助金

国庫補助金 △ 3,100

他会計補助金

受益者負担金及び分
担金

受益者負担金及び分担
金

負担金 △ 2

他会計負担金 △ 2

企業債 △ 100

企業債 △ 100

補助金

他会計補助金

△ 国庫補助金 △ 7,000

受益者負担金及び分
担金

△ 800

受益者負担金及び分担
金

△ 800

負担金

他会計負担金

△ 404,087

企業債 △ 216,400

企業債 △ 216,400

公共下水道事業資本的
収入

特定環境保全公共下水
道事業資本的収入

農業集落排水事業資本
的収入

款・項 目 比　　較
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（単位：千円）

金　　額

公共下水道事業債
流域下水道事業債

その他の企業債 公営企業会計適用債

国庫補助金 社会資本整備総合交付金

他会計補助金 一般会計補助金

受益者負担金及び分
担金

下水道事業受益者負担金

他会計負担金 一般会計負担金

その他の企業債 公営企業会計適用債

他会計補助金 一般会計補助金

廃目

受益者負担金及び分
担金

下水道事業受益者負担金

他会計負担金 一般会計負担金

建設改良費等の財源
に充てるための企業
債

農業集落排水事業債

その他の企業債 公営企業会計適用債

建設改良費等の財源
に充てるための企業
債

区　　分
説　　　明

節
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額
款・項 目 比　　較

補助金 △ 188,302

国庫補助金 △ 196,600

他会計補助金

受益者負担金及び分
担金

受益者負担金及び分担
金

負担金

他会計負担金

企業債 △ 100

企業債 △ 100

補助金

国庫補助金

他会計補助金

受益者負担金及び分
担金

受益者負担金及び分担
金

負担金

他会計負担金

公設浄化槽事業資本的
収入
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金　　額区　　分
説　　　明

節

国庫補助金 農山漁村地域整備交付金

他会計補助金 一般会計補助金

受益者負担金及び分
担金

農業集落排水事業受益者分担金

他会計負担金 一般会計負担金

建設改良費等の財源
に充てるための企業
債

浄化槽事業債

その他の企業債 公営企業会計適用債

国庫補助金 循環型社会形成推進交付金

他会計補助金 一般会計補助金

受益者負担金及び分
担金

浄化槽設置費分担金

他会計負担金 一般会計負担金
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支　出
本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額
△ 36,464

建設改良費 △ 16,640

事務費

管渠建設改良費 △ 13,100

流域下水道建設負担金 △ 4,200

企業債償還金 △ 19,824

企業債償還金 △ 19,824

△ 16,621

建設改良費 △ 18,720

事務費 △ 1,420

管渠建設改良費 △ 17,300

企業債償還金

企業債償還金

公共下水道事業資本的
支出

特定環境保全公共下水
道事業資本的支出

款・項 目 比　　較
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（単位：千円）

金　　額

給料 職員　１人

手当 扶養手当

地域手当

期末手当

勤勉手当

時間外勤務手当

通勤手当

法定福利費 職員共済組合負担金

退職手当組合負担金

工事請負費 取付管・公共桝設置工事

雨水幹線工事

汚水管渠改築工事

委託料 調査・測量・実施設計等委託料

補償金 水道管布設替等補償

流域下水道建設負担
金

荒川右岸流域下水道建設負担金

公共下水道元金償還金
流域下水道元金償還金

その他の企業債償還
金

公営企業法適用元金償還金

給料 職員　１人

手当 地域手当

期末手当

勤勉手当

時間外勤務手当

通勤手当

法定福利費 職員共済組合負担金

退職手当組合負担金

工事請負費 取付管・公共桝設置工事

補償金 水道管布設替等補償

建設改良費等の財源
に充てるための企業
債償還金

特定環境保全公共下水道元金償還金

その他の企業債償還
金

公営企業法適用元金償還金

建設改良費等の財源
に充てるための企業
債償還金

説　　　明
節

区　　分
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額
款・項 目 比　　較

△ 450,110

建設改良費 △ 452,728

事務費 △ 7,528

管渠建設改良費 △ 7,300

処理場建設改良費 △ 437,900

企業債償還金

企業債償還金

建設改良費

浄化槽建設改良費 △ 1,384

固定資産購入費

企業債償還金

企業債償還金

農業集落排水事業資本
的支出

公設浄化槽事業資本的
支出
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金　　額
説　　　明

節

区　　分

給料 職員　１人

手当 地域手当

期末手当

勤勉手当

時間外勤務手当

通勤手当

住居手当

法定福利費 職員共済組合負担金

退職手当組合負担金

工事請負費 取付管・公共桝設置工事

管路施設等改修工事

委託料 調査・測量・実施設計等委託料

補償金 水道管布設替等補償

工事請負費 農業集落排水施設照明設備改修工事

委託料 調査・測量・実施設計等委託料

建設改良費等の財源
に充てるための企業
債償還金

農業集落排水元金償還金

その他の企業債償還
金

公営企業法適用元金償還金

工事請負費 浄化槽設置工事

構築物購入費 浄化槽本体購入費

建設改良費等の財源
に充てるための企業
債償還金

公設浄化槽元金償還金

その他の企業債償還
金

公営企業法適用元金償還金

－ 73 －






